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循環型社会形成に向け，日本全国のマテリアルバランスを把握することが急務である．日本は高度経済

成長期に大量の建設資材を投入し，成長を遂げた．しかし，現在その多くの構造物が耐用年数を迎え，将

来，大量の建設資材廃棄物の放出が危惧されている．本研究では，Tanikawa et al.(2015)の手法を用いて，

日本全国の建築物を対象とした建設資材ストックの GIS データベースを拡充した．また，朝隈ら(2018)が
開発した同一性判定システムを用いて，建築物に関する物質動態を分析した．結果，2016 年の建設資材蓄

積量は 116億トンと推計された．また，2003年から 2016年にかけて，投入量は 42.6億トン，解体量は 27.6
億トンとなった．また，三大都市圏(東京・名古屋・大阪)に全国の 47.7%の建設資材が蓄積されているこ

とが明らかになった． 
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1． はじめに 
 
日本は高度経済成長に伴って，天然資源の大量投入・

大量消費を繰り返すことで成長を遂げてきた．特に建築

物に関して，総務省が提供する「固定資産の価格等の概

要調書」1)によると， 1974年から 2016年にかけて約 48.4
億 m2の建築物が着工された．しかし，対前年比の総延

床面積増加率は 1975年で+4.9%であった反面，2016年で
は+0.6%に留まっている．このように，総延床面積の増
加率は年々減少傾向にあり，将来，建築物の解体量が着

工量を上回ると示唆される．このような事態を踏まえ，

環境省は循環型社会の形成を掲げている．第四次循環型

社会推進基本計画 2)によると，循環型社会とは「天然資

源の消費を抑制し，環境への負荷をできる限り低減」す

る社会と述べられている．さらに，循環型社会形成に向

けて，「私たちがどれだけの資源を採取，消費，廃棄し

ているか知ることが，循環型社会を構築するための第一

歩」であると述べられている．このように，建築物の解

体量が増加し，建設資材の循環利用の機運が高まる時に

備え，都市に蓄積された建設資材ストック量を把握する

ことが急務である． 
他方，近年では自然災害の増加が後を絶たない．気象

庁によると，一時間 50mmを超える豪雨の年間発生回数
は，2020年に 1975年の約 1.5倍発生した 3)．また， 2018
年の西日本豪雨災害では，約 174万トンの災害廃棄物が
放出されたと環境省より報告されている 4)．このように，

突発的に生じる自然災害によって，建設廃棄物が放出さ

れうる．同時に，迅速な復興を目指して，災害廃棄物の

仮置き場などの輸送を考慮した建設資材廃棄物量の予測

が重要である．これより，現存する建設資材ストック量

を把握するだけでなく，建設資材フローにも目を向け，

地理的分析を行う必要がある． 
これら議論を踏まえて，近年マテリアルストック・フ

ロー分析である MSA(Material Stock Account/Analysis)及び

MFA(Material Flow Account/Analysis)が注目されている．全

国を対象とした研究で，環境省(2019)は各種貿易・製造

に関する積み上げ，平成 19年度における国内の物質の

流れ「我が国における物質フロー」5)を報告している．
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2016年度の一年間で，我が国は建築物・土木構造物・そ

の他耐久財として 4.7億トンの物質が蓄積されたと報告

されている．しかし，空間情報を考慮していないので，

例えば災害ハザードエリアにおける建設資材蓄積量のよ

うな，特定の地域における建設資材蓄積量の空間分布を

表現出来ない．また，長岡ら(2009)6)は，全国の都道府県

を対象とし，統計情報を用いて地上と地下それぞれのマ

テリアルストックを推計した．結果，1975年で 55億ト
ン，2005年で 135億トンと推計されている．特に，建築
物に関して，地上はコンクリートの 41億トン，地下は

砂利・石材の 11億トンが最も多いことが示された．し

かし，空間情報を考慮した推計は行われていない． 
一方， GIS(Geographic Information System/地理情報システ

ム)によるマテリアルストック分析は，空間分布や人口

GDP・土地利用といった様々なデータとの比較を可能に

し，空間情報を考慮できる．GISを用いたマテリアルス

トック推計は白濱ら(1997)7)によって行われた．白濱らは

GISを用いて単位面積あたりの建設資材ストック量を推

計した．対象地域は福岡市から用途地域の異なるサンプ

ル地区を 9つ抽出し，サンプル値を福岡市全域へ拡大し

た．しかし，推定結果は統計値に比べて約 55％大きく
得られた．また，研究手法に関して，建築物一棟ごとに

建設資材ストックを推計し，時系列順にGISデータベー

スを構築することは多大な労力を費やすと指摘されてい

る．これより，GIS データベース構築に関する既往研究

では，対象範囲が限定的であることが多い． 
しかし， Tanikawa et al.(2015)8)は日本全国における建築

物・土木構造物を対象に構造物別にGISデータベースを

構築した．結果，日本全国における 2009年の建築物に
関する建設資材ストック量は 76億トンであることが明

らかになった．しかし，GIS による推計結果は統計情報

よりも約 20% 低く得られた．研究手法に関して，

Tanikawa et al.(2015)はプログラミングによる自動化に成功

した反面，建物構造を階数情報のみによって一律に決定

した．そこで，本研究では統計データを参照し，建物構

造の決定方法に修正を加えた． 
以上より，社会を取り巻く環境が大きく変わる中，循

環型社会形成に向け，早急に都市の物質動態を把握する

必要がある．これより，本研究の目的を以下にまとめる． 
(i) Tanikawa et al.(2015)が作成した 2003年と 2009年の

GISデータベースを最新年である 2014年，2016年
に拡充する 

(ii) 朝隈ら(2018)10)が開発した同一性判定システムを

用いて，各年代間における建設資材フローを推計

する． 
(iii) 日本全国の都市を比較し，建設資材の代謝率を比

較し，分析を行う． 
 

図-1 建設資材ストック・フロー推計の手順 

 
2． 研究手法 
 

(1) 基盤データ「Zmap-TOWNⅡ」 

建築物一棟ごとに詳細なGISデータベースを構築する

ため，各建築物に対して空間情報・属性情報など，詳細

な情報が格納された基盤データが必要である．本研究で

は，株式会社ゼンリンが提供する「Zmap-TOWNⅡ(2003, 
2009, 2014, 2016)」という住宅地図データベースを利用し

た．Zmap-TOWNⅡとは,  (株)ゼンリンの調査員が全国

に存在する全ての建築物を対象に，現地調査を行って作

成された住宅地図である．このように，本研究では建築

物一棟ごとに建設資材ストック・フローを推計し，時空

間分析 を行うため，Zmap-TOWNⅡを基盤データとして

利用した．また，以下の節(2)と節(3)で説明する建設資材

ストック・フロー推計の手順を図-1に示す． 

 
(2) 建設資材ストック推計 

a) 資材投入原単位法 

建設資材ストック推計は推計式(1)に示す通り，東岸

ら(2008)11)が作成した資材投入原単位を利用した．単位

面積当たりに投入される建設資材量を各建築物の延床面

積に乗じることで，各建築物に蓄積されている建設資材

ストックを推計する．そのためには，基盤データに不足

する属性情報である延床面積・用途種・構造種を決定す

る必要がある．延床面積の算出方法は項 b)，用途種・構

造種の決定方法は項 c)で言及する． 
 

𝑀𝑆!,# = 𝑇𝐹𝐴! ×𝑀𝐼!,#       (1) 
 
𝑀𝑆!,#：建物構造種別 sである建築物の，建設資材 mの

蓄積量(建設資材ストック) 
𝑇𝐹𝐴!：建物構造種別 sである建築物の延床面積 
𝑀𝐼!,#：建物構造種別 sである建築物の単位延床面積当
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たりに投入される，建設資材 mの投入量(資材
投入原単位) 

b) 延床面積算出 

各建築物の延床面積は階数に建築面積を乗じた．しか

し，基盤データには階数が正確に格納されていない．そ

こで，平川ら(2011)12)の手法によって，統計値と比較し

各建築物の階数を決定した．本研究で用いた統計情報は，

総務省が提供している「固定資産の価格等の概要調書」

である．この統計データは固定資産税徴収を目的とし，

各市区町村の建物用途種・構造種ごとに棟数や総延床面

積が格納されている． 
また，建築物の用途種によっては上層階で，下層階よ

りも吹き抜け等による床面積の減少が考えられる．そこ

で，大場ら(2000)13)の手法を用いて延床面積の補正を行

なった．これより，各建築物の延床面積を推計した． 
c) 建物用途種・構造種の決定 

以下に，ある市区町村における総木造棟数の算出式

(2)を示す．Tanikawa et al.(2015)は基盤データに不足する建

物構造種を階数情報のみで判断していた．本研究では上

述した統計データである「固定資産の価格等の概要調書」

を利用し，構造種の決定を行った．具体的な構造種決定

に至る過程を以下に示す． 
(i) 建築物一棟単位に扱っていた基盤データを市区町

村単位で用途種ごとに建物棟数を集計した． 
(ii) 基盤データの対応する市区町村の総棟数に統計デ

ータの各構造棟数の割合を按分した．(式(2)) 
(iii) 市区町村ごとに算出された各建物構造棟数を基盤

データの全ての建築物に配分する．例えば，共同

住宅であれば，延床面積の大きい建築物から RC
造，小さい建築物から木造，残りを鉄骨造と配分

した． 
 

𝑁! 𝐵",$,% = 𝑁! 𝐵",$,&'' × 𝐵𝑠𝑡𝑎𝑡 𝑆𝑅𝑖,𝑢,𝑊	   (2) 
 
𝑁* 𝐵+,,,- : 基盤データにおける，市区町村 iの，建物用 

途種 uの木造棟数 
𝑁* 𝐵+,,,.// : 基盤データにおける，市区町村 iの，建物用

途種 uの全建物棟数 
𝐵!0.0 𝑆𝑅+,,,- : 統計データにおける，市区町村 iの，建物

用途種 uの木造棟数割 
 
(3) 建設資材フロー推計  

建設資材フロー推計には，朝隈ら(2018)が開発した年

代間で同一の建築物を機械的に判定する同一性判定シス

テムを用いた．同一性判定システムとは，GIS上の機能

である空間検索機能及び属性検索機能をプログラミング

言語Python で連続処理することにより，建築物の着工・

解体を判別する手法である．以下に，年代間同一性判定

システムの手順を示す．(朝隈ら，2018) 
(i) 異なる 2年代間の建築物ポリゴンの属性を，位置

情報に基づいて結合，時系列データを構築する． 
(ii) 各建築物について，残存・着工(解体)を示す属性

情報を追加し，全ての建築物に着工(解体)を示
す”1”を定義する． 

(iii) 空間検索機能を用いて，年代間で建築面積の誤差

が 10%以下である建築物を抽出，該当した建築物

の属性を，残存を示す”0”へ変更する． 
(iv) 属性検索機能を用いて，年代間で階数が同一であ

り，かつ建築物名称において同一の文字列を含む

建築物の属性を，残存を示す”0”へ変更する． 
朝隈ら(2018)は同一性判定の研究精度に関して，使

用するGISデータのポリゴン形状に依存すると指摘し

ている．都心部から離れ，時点が古くなるほど，ポリ

ゴン形状の正確性は低くなる．この欠点を補うため，

建築物の形状が完全一致する場合だけでなく，(iii)と
(iv)で言及した通り，建築物名称が一致し，かつ面積

誤差が 10%以下のものを同一建築物と見做すことにし

た． 
 

(4) 建設資材の投入率・廃棄率の推計  

朝隈ら(2018)が開発した同一性判定システムを用いて，

都市間の建設資材代謝率を比較し，分析を行う．建設資

材代謝率はある市区町村における建設資材蓄積量と投入

量(廃棄量)との関係を表す．以下，式(3.1)と(3.2)で示すよ
うに本研究では，建設資材蓄積量に対する投入量(廃棄
量)を代謝率（FRS : Flow Rate per Stock）とする．さらに，
これらを経過年数で除することで，一年当たりの建設資

材投入率(廃棄率)となる．これを用いて，都道府県ごと

の代謝率の差異について考察する． 
 

𝐹𝑅𝑆+1,.23 = ,415,0!",!$
60789!$

- (𝑡: − 𝑡;)2            (3.1) 

𝐹𝑅𝑆7,0,.23 = ,<,05,0!",!$
60789!"

- /(𝑡: − 𝑡;)          (3.2) 

 

     𝐹𝑅𝑆+1：建設資材蓄積量に対する建設資材投入率 

𝐹𝑅𝑆7,0：建設資材蓄積量に対する建設資材廃棄率 

𝐼𝑛𝑝𝑢𝑡0;,0:   ：時点t2から時点t1における建設資材投入量 

𝑂𝑢𝑡𝑝𝑢𝑡0;,0:：時点t2から時点t1における建設資材廃棄量 

Stockt        ：時点tにおける建設資材蓄積 
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図-2 日本全国における建設資材蓄積量分布(1km×1kmメッシュ，2016年)

3． 研究結果と考察 
 

(1) 建設資材蓄積量分布 

2016年の建設資材蓄積量分布を図-2 に示す．また，

2003年から 2016までの建設資材蓄積量と年代間の投入

量・蓄積量，それぞれの経年変化を図-3 に示す．建設

資材蓄積量は 2003年で 102億トン，2009年で 110億ト
ン，2014年で 114億トン，2016年で 116億トンと推計さ
れた．また，2003年から 2009年にかけて，建設資材投
入量が19.1億トン，廃棄量が10.5億トンであり，2009年
から 2014年にかけて，投入量が 18.8億トン，廃棄量が
13.9億トン，2014年から2016年にかけて，投入量が4.75
億トン，廃棄量が 3.19億トンであった．特に，2016年
の三大都市圏(東京・名古屋・大阪)における建設資材蓄

積量は全国の 47.7%を占めることが明らかになった．ま

た，2014年から 2016年の間に三大都市圏に投入された
建設資材量は全国の39.6%を占める．中でも東京23区や

神奈川県市街地(横浜市・川崎市)に建設資材蓄積量は集

中しており，合計で148万トンにのぼる．また，日本全

国の政令指定都市における建設資材蓄積量は，2016年
で 37.5億トンにのぼる．同様に，中核都市における建

設資材蓄積量は20.3億トンにのぼる．これより，2016年
で日本全国に蓄積されている建設資材の内，49.8%が政
令指定都市と中核都市に存在することが分かった．一

方で町村における建設資材蓄積量は全国の 8.4%にあた
る 9.6億トンであった．これより，都市部における開発

が顕著であり，地方に比べて都市へ建設資材の一極集

中が示唆される．さらに，建設資材蓄積量は増加傾向

ににあり， 2003年から 2016年にかけて，1.14倍の 14.3
億トンが増加した．しかし，一年間当たりの建設資材

投入量は減少傾向にあり， 2014-2016年間の建設資材投
入量は2003-2009年間と比較して，25.5%に減少した．ま
た，建設資材廃棄量もやや減少傾向にあり，2014-2016
年間の建設資材廃棄量は 2003年-2009年間と比較して，

9.0%減少した．これより，建設資材投入量と廃棄量の
傾向には違いが見られ，将来は建設資材廃棄量が投入

量を上回ると示唆される．つまり，今後，建設資材蓄

積量は極大値を迎え，建設資材の廃棄に伴う環境負荷

が懸念される．今後は，建設資材の計画的な再利用・

処分に関して議論する必要がある． 
 

図-3 建設資材蓄積量・投入量・廃棄量の経年変化 
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(2) 建設資材別フロー分析 

図-4 に建設資材別の投入量と廃棄量の経年変化を示

す．特に，コンクリートが全体の 77%を占めることが
分かった．続いて，砂利・石材が全体の 8.0%，鉄が全

体の 4.8%を占める．本研究では，東岸ら(2008)が作成し

た建設資材原単位に大きく依存する．課題として超高

層ビルに用いられる鉄骨鉄筋コンクリート構造などに

ついて言及できていない．これより，今後は資材投入

原単位を構造種別・用途種別により詳細に作成する必

要がある．また，コンクリートは製造時 CO2を排出す

る反面，空気中に放置すると中性化によって CO2の吸

収に貢献する．これより，コンクリートの投入・蓄積

に伴う CO2吸排出量を推計することが今後の課題とし

て挙げられる． 
 

図-4 全国における建設資材別投入量と廃棄量 

 

(3) 地域ごとの建設資材投入率と廃棄率 

以下，図-5，図-6，図-7 に各三大都市圏の市区町村

ごとにプロットした物質代謝を示す．本節では2章の節

(4)で紹介した建設資材代謝率(FRS : Flow Rate per Stock)を
用いて都市間の物質代謝の差異を明らかにする．東京

都市圏と名古屋都市圏を比較すると，2014-2016年間で
の一年間当たりの建設資材投入率は東京都市圏の方が

名古屋都市圏より 15.7%大きい．しかし，同年代間の一

年間当たりの建設資材廃棄率は東京都市圏の方が 4.4%
大きいが，あまり変わらない．同様に，東京都市圏と

大阪都市圏を同年代間で比較すると，建設資材投入率

は，東京都市圏の方が 9.5%大きい．一方で建設資材廃
棄率は東京都市圏の方が 24.2%大きい．これより，東京

都市圏と比較すると，大阪都市圏と名古屋都市圏では，

東京都市圏ほど建物の建替え・解体が行われていない

ことが示唆される．特に，建設資材の投入量に比べて，

建設資材の廃棄量に年代間の差がないことより，東京

に比べて建物の更新が遅れていることが示唆される． 

表-1 建設資材蓄積量に対する更新量(FRS) 

図-5 東京都市圏の物質代謝 

図-6 名古屋都市圏の物質代謝 

図-7 大阪都市圏の物質代謝 
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4． おわりに 

 
本研究では，Tanikawa et al.(2015)の手法と朝隈ら(2018)
が開発した同一性判定システムを用いて，GISデータベ

ースの拡充及び建設資材ストック・フロー分析を行な

った．さらに，地域間の建設資材代謝率を比較した．

本研究で明らかになったことを以下に示す． 
(i) 日本全国における建設資材蓄積量は増加傾向にあ

り， 2016年で 116億トンと推計された．しかし，
増加率は年々緩やかになっており，将来，蓄積量

の極大値を迎えることが示唆される． 
(ii) 日本全国における建築物に関するコンクリートの

蓄積量は 89.3億トンであった．今後の課題は，各

建設資材の投入・廃棄に伴う環境負荷を定量化す

ることで，循環型社会形成の一助となる． 
(iii) 三大都市圏における建設資材代謝率を明らかにし

た．名古屋都市圏と関西都市圏は東京都市圏と比

べて，建築物の更新が遅れていることが示唆され

た． 
今後の課題として，社会基盤構造物を考慮した上で，

建設資材の動態を分析する必要がある．また，近年増

加する災害に備えるため，災害ハザードエリアにおけ

る建設資材の代謝量を分析する． 
 
謝辞：環境研究総合推進費：S18-4-2, 3-1902, 2-2103, 1-2003 
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Dynamic Analysis of Material Stock and Flow on Buildings with Expanded GIS-database in Japan 
 

Hidetatsu YOSHIDA, GUO Jing, Hiroaki SHIRAKAWA, Hiroki TANIKAWA 
 

Toward the sound material-cycle society, it is required to comprehend the material balance in the whole 
of Japan. For the period of high economic growth, Japan developed by investing in a large number of 
construction materials. However, many of these buildings are now reaching the end of their lifespan, and it 
is concerned that a large amount of construction material waste will be released in the future. This study 
describes the expansion of GIS-database of construction material stock in Japan using the method of Tani-
kawa et al.(2015). In addition, we analyzed the material dynamics by tracking buildings with the automatic 
identifying technique developed by Asakuma et al.(2018). As a product of research, in 2016, 11,603 million 
tons of construction material stock was accumulated in Japan. From 2003 to 2016, the amount of renewal 
was 4,267 million tons and the amount of demolition was 2,763 million tons. Besides, in the three major 
metropolitan areas (Tokyo, Nagoya, and Osaka), it is accounted for 47.7% of Japan’s construction materials. 
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